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gift tax in accordance with the Business Property Relief stipulated in Inheritance Tax 
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序：はじめに  
 日本における非上場株式等についての相続税及び贈与税の納税猶予及び免除特例（以下，
「納税猶予等特例」という．）は，租税特別措置法（以下，「措法」という．）70 条の 7 から
7 の 4 までに規定されているが，導入された 2008 年から 2012 年 9 月までの適用件数は僅
か 381 件に留まっており，1）広くそれが利用されているとは言えない．これは現行法が納
税者の要望に十分には応えていないことを意味する．非上場株式（unquoted shares）につ
いての相続税及び贈与税の取扱いについての問題点と，今後どのようにすべきかについて
は，例えば [富岡 2001]224～282 頁のような先行研究は現行法施行前の論考であるため，
現行法を前提とした考察が必要となる．そこでも様々なアプローチがあると考えられるが，
本稿では中小企業の国際的な競争力を維持することを考え，外国法における非上場株式に
関する相続税・贈与税の定めと日本法を比較した結果について論じている．外国法との比
較についても [全国法人会連合 2012]などがあるが，基本的に比較の範囲に留まっており，
また非上場株式の取扱いに関する立法趣旨等は詳述されていない．そこで本稿では非上場
株式についての詳細な比較だけではなく，制度の位置付け，課税方式，議決権の所有割合，
及び所有と経営の非分離性に関する問題点と日本法の改正への示唆を論じている． 
ここで相続税の課税方式には，大きく分けて「遺産課税方式」と「遺産取得課税方式」
との二つの類型が存在するとされている．2）遺産課税方式とは，遺産全体を課税物件とし
て，被相続人の一生を通じた税負担の清算を行い，被相続人が生存中に蓄積した富の一部
を死亡にあたって社会に還元するという考え方に基づくものであり，3）原則として遺言執
行者等が納税義務者となる．これは主にアメリカ 4）及びイギリス 5）において採用されてお
り，この類型における相続税は本来の意味における財産税であるとされている．一方，遺
産取得課税方式とは，相続・遺贈により遺産を取得した者を納税義務者として，その者が
取得した遺産を課税物件として課税する方式で，相続等という偶然の理由による富の増加
に担税力を見出して相続人等に課税することにより，富の集中の抑制を図るという考え方
に基づいている．これは，ドイツ 6）やフランス 7）といったヨーロッパ大陸諸国において採
用されており，この類型における相続税は実質的に所得税の補完税であるとされている．8） 
 両方式を比較することにより，その基本的な考え方の違いが明らかになるが，「遺産課税
方式」を採用している国として，アメリカは 2010 年時点で相続税が課税されていなかった
ために考察から除外した．9）一方，イギリスでは非上場株式のみならず個人事業資産等に
ついても対象とする事業承継税制として，「Business Property Relief （以下，「BPR」と
いう。）」の規定が存在することから，比較対象として適切であると判断した．次に「遺産
取得課税方式」を採用している国として，フランスは 2012 年 5 月まで大統領であった
Nicolas Sarkozy が選挙公約において富裕層を除き相続税を減税する方向を示していたに
もかかわらず，10）それに代わった新政権では課税強化の方向を示すなど，11）制度の安定に
疑義があったため，これも考察から除外した．一方，ドイツにおいては 1995 年及び 2006
年の連邦憲法裁判所判決に従って，それぞれ 1997 年及び 2009 年に相続・贈与税法に大幅
な改正が行われており，12）また 1995 年の判決においては事業承継税制に対する憲法上の
考え方も示されていることから，これも比較対象として適切であると判断した．なお，日
本とイギリス及びドイツでは，それぞれ非上場株式の評価方法についても違いがあるが，
本稿では非上場株式に対する評価以前の取扱いについて述べるため，それについては触れ
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ていない． 
Ⅰ イギリスにおける相続税法と非上場株式の取扱い 
１ イギリスにおける相続税法のあらまし 
 イギリスの 2009 年における総税収は 479,098 百万￡であり，うち相続税及び贈与税収は
2,401 百万￡となっている．13）イギリスにおける近年の遺産に対する課税は 1894 年に制定
された「財産税（Estate Duty）」がもとになっており，それは 80 年に渡り施行されたが，
1974 年にはこれに代わり「資産移転税（Capital Transfer Tax，以下「CTT」という．）」
が導入された．その後 Finance Act 1986 により，「相続税（Inheritance tax，以下，「IHT」
という．）」 に名称変更され，現在に至っている．ただ実際には，1984 年に行われた CTT
の改正が Inheritance Tax Act 1984 （以下，IHTA1984 という．） と名称変更されており，
14）現在においてもこの法律名が使用されている．IHT の課税は，（２）に述べる生前贈与
や各種控除の規定があるため，比較的限定的なものと認識されている．15） 
 IHT は，個人によって行われた価値の移転（the Value Transfered）のうち，課税対象と
なるものについて課税される（IHTA1984 s1, 1986, s2(1)）．IHTA1984 s4 では，「何人も
死亡に際して，その死の直前の遺産と同額の価値を死の直前に移転したものとして課税さ
れる．」と故人に対して課税することが規定され，16）遺産等を所有していた者に対する課税
としての扱いが明らかになっており，移転を受けた者（財産の取得者）に対する課税では
ないことから所得税の補完的要素はないといえる．主たる納税義務者は，生前の移転の場
合には，贈与者（transferor）であり（IHTA1984 s199(1)），死亡による移転の納税義務者
は，一般に人格代表者（deceased’s representatives：通常は遺言執行人）等である（IHTA 
1984s200(1)）．IHT の体系は移転を行う側（transferor；以下，「移転者」とよぶ．）から移
転が行われる時点によって，生前の移転（Lifetime transfers）と，死亡による移転（Transfer 
on death）に分けられ，それぞれの課税規定が定められており，相続税と贈与税の両者を
規定する法律となっている．また，IHT の解釈のため，Her Majesty's Revenue and Customs
（英国歳入税関庁，以下，「HMRC」という．）によって Inheritance Tax manual（以下，
「IHTM」という．）が公表されている． 
IHT が対象としているのは，移転者から移転によって喪失した（disposition）財産価値
であり，これには時価より低い価格によって移転された場合の減少分や信託財産への移転
も含まれる（IHTA1984s3）が，当然に開かれた市場での他人との取引（つまり一般の商取
引）や，家庭の維持のための支出などは対象とならない（IHTA1984s10-17）． 
課税対象となるのは，課税財産が税率 0 の範囲内とされる nil rate band（以下「NRB」
という．）といわれる￡325,00017）を超えた部分であり，税率は基本的に一律で 40％18）と
なる．さらに，一方の配偶者及び civil partner（以下，「配偶者等」という．）が死亡した場
合の第 1 次相続において，諸控除や NRB を全額使用していなかった場合には，もう一方の
配偶者等が死亡した場合の 2 次相続時点において，最高で￡650,000 までが NRB として扱
えることになっている．19）NRB 以外の課税上の恩典としては，後述する BPR（IHTA1984 
s103‐s114）や Agricultural Property Relief（同 s115‐s124）等があり，20）さらに配偶
者間等の移転，慈善活動への寄付，文化遺産などは IHT の対象とはならない（IHTA1984 s18，
23，30‐35）．また，IHT は遺産等を所有していた者に対する課税であるため，遺産を取得
する者が誰であるかについては，配偶者等への移転を除き，基本的には課税関係に影響を
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与えない．これは，遺言の自由が完全に承認される英米法系では遺留分制度をもたないこ
とから，IHT において特に財産の取得者を区別する必要がないためと考えられる．21） 
２ イギリスにおける生前贈与の規定 
イギリスにおける IHT の規定の中でも，特に生前の移転（Lifetime transfers，生前贈与）
は特徴的といえる．まず，ほとんどの財産が移転（贈与）時点において IHT の対象となら
ない．これは生前の財産移転のほとんどが「Potentially Except Transfer （潜在的免税贈
与 22），以下，「PET」という．） 」に該当する（IHTA1984s3 (a) ）ためで，贈与のときか
ら7年以内に移転者が死亡しない限り，その移転は全く IHTの課税を受けないことになる．
PET に該当しない財産の移転は，一任信託（discretionary trust）や会社への移転に限られ
るため，23)単純に個人間で行われる生前贈与はすべて PET となる． 
一方，PET とならない財産の移転は当該時点で課税され，本稿では [Finney 2008]pp172
に倣い，これを「CLT（Chargeable Lifetime Transfer）」とよぶ．CLT に該当する場合に
は，移転時に NRB である￡325,000 と年次控除（annual exemptions）24）の合計を超過す
る部分について，20％の税率で IHT が課税される（IHTA1984s37 (2) ）．ただし PET 及び
CLT ともに，移転時点から移転者が 7 年間を経過して存命である場合には，その後におい
て IHT が再計算されることはなく，生前の移転についての課税関係は完了する．  
 移転後 7 年未満に移転者が死亡した場合には，当該期間内に移転した財産はそれ以外の
遺産と合算されて IHT の対象となるが，生前に移転された財産の価額は死亡時と移転時の
時価のいずれか低い方によって算定される．25）また，NRBは死亡時の水準で算定されるが，
移転の古い順から順次控除される．ただし，移転から 3 年以上が経過し，7 年未満で移転者
が死亡した場合には「Taper Relief（逓減控除 IHTA1984s7(4)）」の恩典があり，死亡時点
の税率（現在は 40％）に，経過年数に応じた比率を乗じた率が，当該移転の税率とされる
（つまり，財産の額が減額されるのではない．）．26） 
なお，移転が CLT に該当した場合で，その納税義務を原則通りに移転者が負った場合に
は，その財産の減少は移転した資産の価値分だけではなく，支払う IHT の部分も減少する
と見做されるため，移転金額から年次控除を差し引いた金額が NRB を超えて課税される部
分については，当該税額部分も含めて価値の移転があったとされる（grossing up）．27)これ
を避けるためには，受贈者側が納税義務を負う特約が必要となる．28） 
３ イギリスにおける財産評価の概要 
 移転する財産の評価は，原則として開かれた市場 29）でのその時点での価格であるが，財
産全体を市場に出した場合の減額は考慮してはならないことになっている（IHTAs160）． 
これは，例えば上場会社の大株主が大量に株式を市場に放出した際には，通常の市場価格
より下落することが想定されるが（IHTAM09703），そのような前提を置かずに移転時の通
常の時価によって評価するということである．ただし財産の特性等により，その評価につ
いて特別な考慮をすべきものはそれぞれの定めがある．そして負債（Liabilities）は当然に
考慮（すなわち財産から減額）される（IHTAs5(3),(5)）．算定された評価額は税の申告に当
たり，HMRC の確認（ascertained）を受けることになる．30）なお，移転者の死亡後 4 年
以内に評価額より低い価額で，土地（IHTA1984s191）や上場株式等（IHTA1984s179）を
譲渡した場合には，IHT の還付請求を行うことができる． 
４ イギリスにおける BPR の概要 
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（１）BPR の目的と適用資産 
 BPR は事業の促進と継続性のために，「相続税の負担によって，ビジネスが破たんされて 
はならない 31）」あるいは「ファミリービジネスは納税のために売却されるべきではない 32）」 
という趣旨から設定されたものである．これは応能負担原則の趣旨に沿ったものと考えら 
れる．ここに「応能負担原則」とは租税の負担の仕方に関する考え方であり，「人々の能力 
に応じて公平に租税を負担する」というものである．33）このような趣旨から BPR は，CTT 
において 1976 年 4 月 7 日以降の価値の移転に適用され，それに代わった IHT にもそれは 
引き継がれ，その後の数年にわたり，さまざまな領域の事業関連財産が対象として加えら 
れてきた．34）BPR に関する規定は，IHTA1984s103 から s114 に置かれているが，その適 
用資産（relevant business property）及び減額割合（the relief）は表 1 のようになってお 
り（IHTA1984s104(1)，105），35）36）その移転価額の計算は grossing up を考慮しないでよ 
いことになっている（IHTA1984s104(2)）．  
表 1 BPR の割合と対象 
BPR の割合 対     象 
100％ 
⒜ 法人化されていないビジネス 
⒝ 移転者が支配権 37）を有していた非上場の議決権付証券 
⒞すべての非上場株式 38）（所有割合は問われない） 
50％ 
⒟ 移転者が支配権を有していた上場株式もしくは持分 
⒠ 土地・建物・機械・設備で，贈与者（被相続人）が，ⅰ）パートナーシ
ップを有していた事業や，ⅱ）支配していた会社において事業目的のため
に使われていたか，ⅲ）贈与者の利益のために信託財産となって事業目的
のために使われていたもの．  
なお，「ファミリービジネス」39）の定義として，2009 年に欧州委員会（European  
Commission）は，フィンランド経済産業省（Ministry of Trade and Industry of Finland） 
の Family Enterprises as the Engines of Continuity が作成したものを採択している．40）
そこでは，その大きさに関わりなく事業のうち以下のものであるという． 
⒜ 意思決定権の過半数が自然人（複数も可）である創立者，買収者，あるいはその配 
 偶者，親，子孫によって所有されている． 
⒝ 意思決定権の過半数がファミリーによって直接または間接に保有されている． 
⒞ 少なくともファミリーもしくは親族の代表者一名が，正式に会社のガバナンスに関 
 与している． 
⒟ 上場会社の場合には，設立者，買収者，あるいはその家族もしくは子孫が議決権の 
 25％を受任統治している． 
BPR は生前の移転（Lifetime transfers）と，死亡による移転（Transfer on death）の 
いずれにも適用され，これ以外の課税上の恩典に先んじて適用される．41）この結果 BPR
は税率を乗じる前の財産額から控除されるので，IHT の税額は計算されないことになり，
完全に税の対象外となる．  
（２）BPR 適用のための保有期間 
  BPR が適用されるためには，原則として，資産が適用資産に該当し，かつ，移転前 2 年
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以上にわたり当該財産が移転者によって所有されていなければならない（IHTAs106）．例
えば同一銘柄の株式などが段階的に移転され，結果的に 2 年以上保有部分と未満の部分が
あるときには，2 年以上保有の部分しか BPR は適用されない（IHTAs109）．しかし，事業
が法人成りし，それまでの事業資産が株式に変わった場合など，資産内容の変更があって
もその代替資産を取得し（replacement），事業が実質的に継続していると認められる場合
には，当初からの事業を行っていた期間も所有期間に通算できる（IHTAs107）．42）また，
配偶者等が所有していた適用資産を取得した者が，その取得後に死亡した場合には，その
者の所有期間だけではなく，その配偶者等が所有していた期間も通算できる（IHTAs108）． 
（３）BPR の適用ができない資産 
 まず，その事業（Business）自体が，趣味的なものや，単に所得税を減らす目的で損失を
出していただけのものは対象から外される（IHTA1984s103(3)）．43）次に，その事業が完
全にもしくは主として（wholly or mainly44））債券・株式・土地・建物・投資物件の作成や
保有，などから構成されているものも除かれる．このような状態は単に資金運用のために
形式的に事業を行っており，そこには担税力が見出されるため，本来の BPR の趣旨に合致
するものではないからである．一方で，マーケットメーカー45）や事業として認められる会
社を保有する持株会社等の株式は対象となる（IHTA1984s105(3)，(4)，(7)）．また，財産
に売買契約が付されている場合には，実質的に当該売買代金の移転となり，事業資産の移
転とはならないために対象外となる．ただし事業用資産を会社に売却し，当該売却代金に
よってその会社の株式を所有する場合や，組織再編や合併のために株式等が移動する契約
はこの扱いからは除かれる（IHTA1984s113）．BPR の適用が認められる事業もしくは株式
等であっても，その適用は純額（資産－負債）となり（IHTA1984s110），さらにその資産
は，完全に，もしくは主として原則として 2 年間使用されていたか，あるいは，将来の使
用のために必要とされる部分のみが対象となる（IHTA1984s112）． 
（４）生前の移転における BPR 適用と制限 
 事業資産の生前の移転が PET に該当するものであれば，移転の時点での課税はなく，ま
た，移転者が移転日より7年以上存命すればその事業財産は一切 IHTの対象とはならない．  
一方，事業財産の生前の移転が CLT に該当した場合には，BPR を適用した（50％控除）
後の金額について，移転時に 20％の IHT を支払うことになる． 
両者ともに，移転から 7 年以内に移転者が死亡した場合（または，移転者より移転を受
けた者が先に死亡した場合）には，その時点において BPR の適用が再検討される
（IHTAs113A）．そこでは，移転した財産が移転を受けた者によって所有が継続しているか，
またはそれを売却した場合にその資金をもってBPRに該当する代替資産を取得して保有し
ていなければならない．例えば，議決権の所有割合が 50％超ではない非上場の会社が上場
した場合や，企業買収によって株式を手放した場合などは，BPR の適用を受けることがで
きず，IHT の対象となる．これは「Clawback」といわれている．46） 
５ 非上場株式に関する取扱い 
IHT が導入された 1984 年から，非上場株式に対する BPR の控除割合がどのように改正
されてきたかを示すと表 2 のようになる．47） 
表 2 非上場株式に対する BPR の控除割合 
期   間 議決権の所有割合 控除割合 
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第 2 号(2015)p.1-21 
7 
イギリス・ドイツにおける非上場株式の相続税・贈与税の問題点 
1984～1987.3.16 
50%以下 30％ 
50％超 50％ 
1987.3.17～1992.3.9 
25%未満 30％ 
25％以上 50％ 
1992.3.10～1996.4.5 
25％未満 50％ 
25％以上 100％ 
1996.4.6～ － 100％ 
このように CTT の時代からすべての非上場株式に関して，議決権の所有割合によって控
除割合の違いはあれ BPR は認められており，現在はすべて 100％控除となっている．BPR
の趣旨は４（１）に述べたとおりであるが，議決権の所有割合によって控除割合が異なっ
ていたのは，1987 年までは株主総会における普通決議（ordinary resolutions, company act 
2006 s282）に必要な議決権数である単純過半数（50％超）を重視したものである．それ以
降は特別決議（special resolutions48）, 同 s283）に必要な議決権数が 75%超であることか
ら，当該特別決議を否決できる 25％以上に着目していた．このうち，1992 年の改正で 25％
以上の議決権所有に対して 100％減額が適用されたのは特筆すべき事項である．この背景を
考えるにあたり，1990年7月16日のイギリス下院議会において，当時の保守党議員William 
Powell は以下のような発言をしている．49） 
⒜ 長年にわたり非上場のファミリービジネスは英国経済において重要な部分を占めて
おり，これらの会社には 6 世代以上も存続するものがある．ファミリービジネスは常
に IHT の負担という脅威にさらされており，その負担の財源は会社外の資産であり，
主に当該非上場会社の株式である．IHT の支払いのために，この株式を売却する必要
が生じた際には，通常，その売却先は大きな上場会社となる．これは必ずしも人々の
利益になることではない． 
⒝ IHT は非上場会社の成長の足かせになっている．すなわち，より会社が成長した結
果 IHT が多額となり，その支払いが自社株の売却以外で用意できないのならば，いっ
そ企業活動に様々な規制を設けてそれ以上の成長を制限し，IHT の負担が生じないよ
うにしているいくつかの会社がある． 
⒞ 上場会社は，そのほとんどが首都に拠点を持っている反面，多くの非上場会社は地
方に拠点を有していることから，地方経済の維持・発展のためには非上場会社が上場
会社に買収されることを防止しなければならない． 
⒟ 非上場会社の経営者は上場会社のそれと異なり，最近の自社株の価値について常に
関心があるわけではなく，会社の長期的な価値に関心を置きながら経営をしている． 
⒠ 政府は新しいビジネスを特に支援しており，それは新しい会社の成長を促すが，そ
のようなファミリービジネスは IHT の負担を和らげられる世代，すなわち現在の BPR
の適用に必要な支配可能株数が維持できる世代までしか続かない． 
⒡ BPR でなくとも，PET を用いて非上場株式を経営者候補に譲れば IHT は課されな
いが，7 年先を見越して急いで決めた後継者は経営不適格である可能性もある．逆に生
前贈与によって株式を譲った後継者が非常に有能であっても，移転後 7 年以内に贈与
者が死亡した場合には IHT の負担から逃れることはできない． 
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これらの内容は，前述した BPR 本来の趣旨だけではなく，イギリス経済の存続・発展と
いう政策目的も含めて，非上場会社を事業承継によって生ずる脅威から保護するためにそ
の株式に対する BPR を 100％とすることを提案しており，基本的にこれが改正の趣旨にな
ったと考えられる．そして，1992 年 3 月には特別決議を否決できる 25％超を移転者が所有
していた場合の BPR は 100％控除となり，ほとんどのファミリービジネスが IHT の対象か
ら除外された．50）さらに 1997 年からは持株比率に関係なく，全ての非上場株式について
100％減額となった．これは，非上場株式の売却が困難なこと，あるいは，従業員が株式を
取得してもその持株比率が低い場合には BPR が適用にならず，IHT の支払いのためにそれ
を売却しなければならない状況を想定したものと考えられる．また，イギリスの BPR は非
上場株式のすべて（議決権のない株式を含む）を対象としているため，移転によって非上
場株式を「取得する者」についての制限はない．ただし他の BPR と同様に，会社が保有す
る資産のうち，将来において実際には必要とされない部分は除外される．実際に必要とさ
れる（required）とは，「絶対に必要なものであり，与えられたプロジェクトのために使用
されるか，ビジネスのために使用されるものが明白であるもの」を意味し，3 年とか 7 年周
期で必要とされる可能性があるものを示すのではないとして，非上場会社が有していた現
金のうち，過剰とされた部分を BPR の対象外とした判例がある．51） 
 
Ⅱ ドイツにおける相続税法と非上場株式の取扱い 
１ ドイツにおける相続税法のあらまし 
 ドイツにおける 2009 年の総税収は 886,369 百万€であり，うち相続税及び贈与税からの
税収は 4,550 百万€となっている．52）ドイツにおける相続税の歴史は長いが，現在の相続・
贈与税法（Erbschaftsteuer-und Schenkungsteuergesetz，Inheritance and Gift Tax Act：
以下「ErbStG」という．）という名称になったのは，1974 年である．53）その後 1995 年 6
月 22 日の連邦憲法裁判所判決を受けて，1997 年 2 月 27 日に現在の法律が公布された．ま
た，2006 年 11 月 7 日にも連邦憲法裁判所判決が ErbStG に重大な影響を与える判断を下
したことから，54）2008 年 12 月 24 日に相続税法改正法（EebStRG2008）が成立し，2009
年 1 月 1 日から施行されている．55）連邦憲法裁判所の判決はいずれも財産評価と事業承継
について大きな影響を与えている（これについては後述する．）．一方，財産評価において
は評価法（Bewertungsgesetz:以下「BewG」という．）が存在し，ErbStG では従うべき
BewG の条文を示している． また, ガイドラインとしての Erbschaftsteuer-Richtlinien(以
下，「ErbStR」という．)が，連邦財務省（Bundesministerium Der Finanzen：以下「BMF」
という．）によって公表されている． 
 ドイツにおける ErbStG は 1974 年の立法趣旨によると，相続人もしくは受贈者の財産の
取得によりその富が取得者に移転することによる担税力の増加に対し，社会的な富の再配
分を目的として課税される 56）とされており，遺産取得課税方式であることを明らかにして
いる．また 2007 年の改正案においても，この税による富の再配分は，社会における機会の
平等に重要な貢献をする 57）とされており，基本的にその廃止については考えられていない． 
ErbStG の納税義務者は財産を取得した者である（§2 ErbStG）．課税事象となるのは，
死亡による取得，生前贈与，負担付贈与，家族等のために設置された財団・社団等が 30 年
を経過した場合である（§1 ErbStG）．この事象に該当し，非課税とならないものは課税取
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得となり（§10 ErbStG），原則的に BewG の規定に基づき評価される． 
 ErbStG では，取得者に応じてⅠ～Ⅲの課税クラス（Steuerklassen）58）が設けられおり，
基礎控除（Freibeträge）59）・税率（Steuersätze）60）も，それに応じてそれぞれ定められ
ている．さらに非課税となる財産として主なものは以下の通りである（§13 ErbStG）． 
・日用品，衣類等  課税クラスⅠでは 41,000€，課税クラスⅡ及びⅢでは 12,000€ 
・芸術品及び学問上のコレクション等で一定の要件を満たしたもの 
・不動産等で国民の福祉に供しているもの 
・子供，孫（子供が死亡している場合）の自己居住用住宅の相続（贈与は除く） 
・生活費及び就学費 ・政治献金 ・配偶者等への自己居住用住宅の相続及び贈与 
２ ドイツにおける生前贈与の規定 
§7 ErbStG では，生前贈与（Schenkungen unter Lebenden）の規定が設けられており，
その代表的なものとして，「受贈者が贈与者の費用において利益を受ける限りにおいて，生
存者間で行われるすべての任意の贈与 61）」があげられる．62）生前贈与が行われた場合には，
その時点で納税義務の有無が判断され，納税義務があれば ErbStG が計算されるが，この
際には過去 10 年以内に同一の人物から発生した贈与は合算して再計算される（§14 
ErbStG）．これは，財産の移動を数年に分けて分割することによる基礎控除額等の複数回
にわたる適用や，一年あたりの財産の移動を少額とすることによる低い税率の適用を防ぐ
ために設けられている．63）ただし，過去の贈与について評価の必要なものは，当該贈与時
点での評価額によって行われたものとされ，集計時点で再評価を行う必要はない．また，
最後の贈与に対して課される税額は，その贈与額の 50％を超えてはならないとされており，
税の最高限度は 5 割であるという五公五民の考え方が取り入れられている．  
３ ドイツおける財産評価の概要 
財産は，埋葬費や相続に必要なコストあるいは相続人が引き継ぐ債務を除いた純額に対
して課税されるが，64）そもそも財産についての課税価額，すなわち評価については前述の
ように近年に大きな改正があった． 
まず 1995 年 6 月 22 日に，ドイツ連邦憲法裁判所はそれまでの財産評価について違憲判
決を下している．そこでは，財産の種類によって異なる評価方法が適用されているのは平
等原則に反するとした．65）そこで 1997 年の改正では，それまで他の財産とは異なる方法
（1964 年に評価された価額を基礎として調整を加えた統一価額）で評価していた不動産
（Grundbesitz）についての規定を廃止した． 
次に 2006 年 11 月 7 日の判決では，財産の種類による評価の不平等な差異は，財産評価
に後続する控除額や優遇税率などの制度によっても治癒されないとして，財産評価レベル
における平等を厳格に求め，すべての財産について通常価額（時価：Gemeiner Wert）に
よる一律評価を強く打ち出した判断を行った．66）それを受けて，2008 年相続税改正法は，
すべての種類の財産について原則として通常価額による評価を行うこととしつつも，財産
の種類に応じて多少異なる価額算定方法を定めた．これにより，現行の財産評価は§12(1) 
ErbStG において，「評価は，以下に異なる定めがない限り，1991 年 2 月 1 日に施行され，
2008 年 12 月 24 日に最終改正された BewG の最初の規定（一般的な評価規則）67）に従う．」
と定められている．68） BewG における一般的な評価規定では，まず，財産はその使用され
ている経済的単位（Wirtschaftliche Einheit）を対象として評価され，個々の財産評価の積
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み上げではない（§2BewG）としている．そして，財産は他の規定がない限り，原則として
通常価額で評価される．通常価額は，通常の取引において売買される価額であり，それに
影響するすべての事情が考慮されるが，異常な，または個人的な事情は考慮されない（§9 
BewG ）．通常価額には市場価格（ Kurswerte ， §11(1) ③  BewG ），再取得価格
（Rücknahmepreis, 同（4）），割引現在価値（Kapitalwert，§13-16 BewG）等が含まれる． 
さらに，評価する時点は課税関係が成立した時点（§11 ErbStG）としており，その成立
は一般的に，相続の場合には死亡時，生前贈与の場合には財産の提供が完了した時点であ
り（§9 ErbStG），評価日以降の財産価値の変動は ErbStG に影響を与えない．69） 
４ ドイツにおける事業承継税制 
 ドイツにおける事業承継税制は，前述した判決により，大きな影響を受けている．まず，
1995 年 6 月 22 日判決では，連邦憲法裁判所は事業承継税制について以下のような見解を
示している．70） 
「立法者は租税負担の形成にあたって，一定の事業－特に中規模企業－が相続税によって
生じる追加的な財政負担によってその存亡の危機にさらされることを考慮しなければなら
ない．それらの企業はある特定の目的のために独立しているが，経済的機能単位として組
織化された事業は，特別な形式で公共の利益に拘束され，公共サービスの提供を義務付け
られている．つまり生産力や労働場の保証人として，特に雇用者に対する義務があり，営
業基本法，経営管理法，及び長期間の投資によってもより高い法的拘束を受けている．そ
の結果として相続人が相続によって事業財産が増加しても，事業と個々の事業関連資産は，
他の資産に比べて処分可能性が制限されるため，相続税額に対しその担税力が見合わない．
平等原則（Gleichheitssatz：ボン基本法第 3 条①）は相続税負担に伴い事業譲渡や廃業が
行われることを要求しているのではなく，相続によって財産や収益力が増加することがな
いまま，社会的拘束性の中で事業を継続する相続人について，事業を継続することによる
担税力の減少を考慮しなければならないことを求めている．相続税負担は，事業が継続で
きるように財政的に危機に瀕することがないように算定されればならない．71）」． 
これについて [吉村, 2011]234 頁よれば，「要するに，連邦憲法裁判所によれば，事業承
継について相続税の負担を軽減する理由は，杜会的拘束を受ける事業を継続することによ
って納税義務者の担税力が低下するためということであった．つまり，事業承継につき相
続税負担を軽減する事業承継税制は応能負担原則に基づく措置であるという位置づけであ
り，その限りにおいて租税優遇措置とは理解されないことになる．」としている．つまりド
イツ連邦憲法裁判所は，事業承継税制は優遇税制ではなく，平等原則に従った必要不可欠
なものであるとの判断を下したのである．次に，2006 年 11 月 7 日判決では， 
「§19①ErbStG の規定による，取得財産の価値に対する統一的な税率による相続税の徴収
は，主な資産（不動産，事業用資産，会社株式，農業と林業事業体）グループ間における
その評価が統一的ではないため，ボン基本法§3①に基づく平等原則を満たさない．」 
という判断を下した．これは財産について評価がその種類によって異なり，その結果を統
一的な税率表を用いて相続税額を計算することは，平等原則に反するために違憲であると
し，基本的にすべての財産の評価を通常価額によって行うことを要請し，特に事業用資産
の評価において，それまでの税務貸借対照表上（Steuerbilanzwerte）の表示価額による評
価によっていたことが，当時において高い蓋然性をもって通常価額を相当下回る価額とな
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っていたことを強く非難し，まさに不平等で恣意的な評価結果を招来すると判断した．72） 
この結果を受けて，2008 年 1 月 28 日に改正法案が連邦議会に提出され，そこでは，「す
べての財産クラスで合憲となる正確な評価を目指す」としており，さらに，「一般的な家庭
において，特に個人の居住用資産などには，相続税負担がないようにするなど明らかに高
い税の控除を保証するものであり，加えて事業承継としての相続や贈与を容易にするもの
である」と明確に記されている． 73）さらにそこでは，「適切な優遇制度（zielgenaue 
Verschonungsregelungen）によって，特に公益に資する財産は相当程度優遇される．よっ
て，事業承継を行う際により広く雇用の確保を行うような企業は，税負担の軽減を受ける．
何故なら，ドイツにおける中小企業や従業員を有する家族企業については，その承継の際
に従業員にとってもしばしば重要な局面を与えるからである．」としており，事業承継税制
の必要性として特に「雇用の確保」をあげている． 
一方で，改正法案は憲法違反とされた資産評価の方法を大幅に改め，その結果として事
業用資産の評価額が上昇してしまうことが考えられたため，それまでの課税レベルとほぼ
同じ税額となるようにするためには，より一層の課税上の恩典を与えなければならなくな
り，事業承継税制についても大幅な変更を余儀なくされた．74）法案は若干の修正を受け，
2008 年 12 月 24 日に改正法が成立し，2009 年から施行された． 
§13a ErbStG では，「Steuerbefreiung für Betriebsvermögen, Betriebe der Land- und 
Forstwirtschaft und Kapitalgesellschaften（Exemption from tax for business assets, 
holdings of the agriculture, forestry, and corporations：事業用財産，農業林業のための土
地，資本会社のための特別控除（以下，「特別控除」という．）」の規定が置かれている． 
この特別控除は，「雇用の確保」が承継によっても継続されるように，5 年間の給与支払
総額が基準給与の一定割合（原則は 400％）を満たすことを要件として，事業用資産，農林
業資産，及び資本会社の持分（その 25％超に直接的に関与しているもの）は，税の計算に
あたってその評価額のうち原則として 85％が（§13b（4）），さらに 7 年間の給与支払総額
が 700％以上などの要件を満たした場合には 100％が（§13a(8)），それぞれの資産の評価
額から特別控除（Verschonungsabschlag）された後に税額計算が行われる．基準給与とは，
過去五年間の平均給与額であり（§13a(1) ErbStG），賞与等の諸手当も含み，手取額では
なく社会保険料や源泉税をも含まれた金額である（同(4)）． 
さらに，3,000,000 €までの事業用資産については，10 年以内の同一の者からの取得につ
いて一回に限り，特別控除後の残額から，150,000 €もしくはその一部を控除（§13a(2)，
Gleitender Abzugsbetrag，以下，「少額逓減控除」という．75））して課税される財産の金
額が求められる．ただし，贈与者もしくは被相続人が第三者に移転する契約等が付されて
いる資産については特別控除及び少額逓減控除が適用されない（§13a(3) ErbStG）． 
なお，事業資産中に管理資産（Verwaltungsvermögen）とされるものがある場合には，
原則として，その通常価額の合計が全体の 50％を超えていると，特別控除及び少額逓減控
除の適用を受けることができない（§13b(2) ErbStG）．管理資産とは，⒜第三者の利用に
供されている不動産等，⒝直接保有割合が 25％以下の資本会社に対する出資持分（但し，
金融機関による保有の場合を除く），⒞人的会社に対する出資（海外のこれに類する人的会
社を含む）や資本会社に対する出資で，これらの会社の事業資産に占める管理資産の割合
が 50％を超える場合，⒟有価証券並びにそれに類する債権（但し，金融機関による保有の
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場合を除く），⒠芸術品・石類等でこれらの販売又は加工が事業の主たる目的でない場合等
をいう．これは，そもそも事業承継税制が平等原則に反しないとする憲法解釈は，生産や
販売用資産に対して適用されるものであるから，事業資産の半分以上がそのような活動に
貢献していない場合には，その特権を享受させてはならないと考えられているからである．
76）また，事業資産となって 2 年を経過しない管理資産については割合の計算に含めない．
さらに，100％控除を受けるためには管理資産の割合は 10％を超えてはならない（§13a(8)
③ErbStG）．これらの規定は，相続及び生前贈与の両者について適用される． 
給与支払総額が基準給与を下回った場合には，事業用資産の特別控除額は基準給与から
下回った割合について減額される（§13a(1) ErbStG）．さらに保有期間内に，⒜事業が売
却された場合，⒝農林業事業が売却された場合，⒞人的会社の社員が出資と累積利益の合
計額に加えて 150,000 €を超え引き出しをした場合，⒟本会社に対する出資が売却された場
合，⒠資本会社の 25％超の直接保有割合の算定において実質的にその割合が維持されなく
なった場合，には優遇措置は遡及的に否認され，特別控除と少額逓減控除について，⒞の
場合には全額が，それ以外の場合には経過年数に比例して控除額が減額される（§13a(5) 
ErbStG）． 
５ 非上場株式に関する取扱い 
ドイツにおいて，株式の相続・贈与に関して特別控除が適用される要件は§13b(1)，③ 
ErbStG に定めており，そこでは当該会社が EU もしくは欧州経済圏内にあり，被相続人も
しくは贈与者が資本（Nennkapital）の 25％超に直接関与（unmittelbar beteiligt）してい
る場合としている（Mindestbeteiligung：最低限の参加）．資本は GmbH （Gesellschaft mit 
beschränkter Haftung ）， KGaA （ Kommanditgesellschaft Auf Aktien ）及び AG
（Aktiengesellschaft）への出資であり，会社が自己所有している部分や，他の法人の株式
を有していることによって間接所有している部分は除かれる（RE13b.6(1)ErbStR）．なお，
そこにおいては上場または非上場の区別はない．そして，§13aErbStG に定める特別控除
であるから，他の資産と同様に取得後 5 年間もしくは 7 年間の給与支払総額要件がある． 
ドイツにおいて，株式の 25％超に直接関与している場合に特別控除を認めているのは，
基本的にはその決議能力による．すなわち定款変更・解散・企業契約締結・編入・合併・
分割・法形式等の変更等の基本的決定，すなわちわが国会社法に定められているような特
別決議事項は，過半数決議に加えて，4 分の 3 以上の特別多数を必要としており（§53Gesetz 
betreffend die Gesellschaften mit beschränkter Haftung 他），株式の 25％超を有している
株主は，当該基本的決定の阻止ができるため，77）会社に対して多大な影響をもたらす権利
を有していることから，特別控除の対象としているのである． 
ここにおいて特筆すべき点は，たとえ個人としての持株割合が 25％に達していなくても，
他の株主とプール合意（Poolvereinbarung）をすることにより，他の株主の所有分と併せ
て関与が 25％超に達すれば特別控除の対象となることである．この趣旨は，ファミリービ
ジネスが何世代にも渡って株式が引き継がれている場合に，ファミリーを構成する一個人
では会社の資本に対する関与が 25％に達しないことも考えられるが，親族やその他のグル
ープで 25％超の関与がある場合には，会社の政策や行動に創業者や承継者の意思が強く出
され，それを尊重することによって雇用の確保に強いインパクトを与えることができるた
め，特別控除を認めるものであるとされている．78） なお，これ以外に，例えば取得者が代
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表者や会社の役員でなければならないという要件はなく，プール合意からも明らかなよう
に複数の者が特別控除の適用を受けることができる． 
なお，プール合意としては，以下の様な定めをしておく必要がある（RE13b.6(3)ErbStR）． 
⒜ 定められた方法でしか株式を譲渡することができないか，もしくは，同じ契約をし 
ている株主にしか譲れないこと． 
⒝ 議決権は当該契約に参加していない他の株主に対抗するために，定められた方法に 
従って行使すること． 
他の参加者を認める場合には，当該他の参加者にもこれらを順守させる必要がある．ま
た，議決権のない株式はプール合意には入れられないが（同(5)），合意者が有している議決
権のない株式については特別控除の対象になる．79） 
 
Ⅲ 日本法における問題点 
 このように，イギリス及びドイツの相続及び贈与税制と，そこにおいて定められている
事業承継税制について，非上場株式を中心として概要を述べてきた．両国と日本には多く
違いがあるが，本稿において特に強調したいのは，制度自体の位置づけと，課税方式への
準拠性（移転者と取得者の概念），適用される議決権の所有割合，及び「日本の納税猶予等
特例（以下，「日本法」という．）」における所有と経営の非分離性である． 
１ 制度の位置づけ 
 イギリスにおいては，財産から得られる利得が移転者に帰属しない生前贈与が PET とな
るために，ほとんどの財産の無償による移転が受益者側に対して無税として扱われる．そ
して，移転後に移転者が 7 年以内に死亡した場合には原則として IHT の対象となるが，事
業用資産については BPR が適用になる．つまり，事業用財産については徹底して IHT が
課されないように制度が確立されている．非上場株式が上場会社に売却されることによる
地方経済に与える影響の排除や，IHT が高額になることを恐れて企業の成長を自ら抑制し
ないようにする等の理由は，ある意味において政策的であると考えられるが，本質的には
非上場株式について IHT を課した場合，それを支払う財源のほとんどが当該株式そのもの
となり，売却が困難であるばかりか，事業そのものを廃業しなければならないような事態
を想定しており，当該非上場株式自体が他の財産と異なり，相続税を支払うための担税力
に欠けていることが強調されている．一方で非上場会社が単に資産運用目的のために形成
されているような場合や，会社内に事業に不要な資産が多くある場合には，その部分につ
いては BPR を認めていない．これは，まさに担税力に注目していることに他ならず，応能
負担原則に沿った趣旨であることから，イギリスにおける BPR は租税優遇措置ではないと
考えられる． 
 ドイツにおいては，違憲判決にもあるように，事業承継について ErbStG の負担を軽減
する理由は，杜会的拘束を受ける事業を継続することによって納税義務者の担税力が低下
するためであり，事業承継につき相続税負担を軽減する事業承継税制は応能負担原則に基
づく措置であるという位置づけであり，その限りにおいて租税優遇措置とは理解されない．
取得後の雇用の継続や，継続所有が満たされない場合に一部の ErbStG が課されることに
ついて，一種の政策的な側面があるとも考えられるが，取得後の要件自体が社会的拘束の
具現化と考えるならば，やはり応能負担原則から外れるものではないであろう．ドイツも
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またイギリスと同様に会社が所有している管理資産については制限があり，これについて
は担税力を認めているために特別控除の対象とはしていない． 
 これらに対し，日本法は措法に規定されており，相続税法の中には規定されていない．
そもそも租税特別措置とは [渡瀬 2008]8 頁によれば概念的に曖昧としながらも，「政策目
的のために，課税の公平と税収の確保をある程度犠牲にして，特定の経済活動・部門・主
体に税の減免と繰延という優遇措置を与える」ものとされている．つまり，法律上はあく
まで政策によって設けられた優遇税制であり，そこでは課税の公平性は犠牲にされている
という扱いになっている．また， [酒井 2010]36，37 頁によれば，租税特別措置は納税者
の経済活動を一定の方向に誘導することを目的とするものであり，あくまでも「当分の間」
の措置であるとしている．しかし，日本における非上場株式についても，売却が困難で，
雇用の維持などの社会的拘束を受けるという点ではイギリス及びドイツと同じであり，応
能負担原則からすると，非上場株式については他の財産と異なる取り扱いをしなければ課
税の公平性が保たれない．つまり，公平性を犠牲とするものでも，納税者の経済活動を一
定の方向に誘導するものでもないことから，優遇措置として扱われることは不当であり，
また当然に「当分の間」の措置であってはならない．さらに [北野 2008]53 頁によれば，
「納税者の税負担配分の原理としては，憲法上のみならず，社会科学的観点からしても応
能負担原則しか存在しない」としている．このように考えると日本法が租税特別措置法で
定められていることは不当であり，相続税法本法に組み入れられるべきと考える． 
一方，日本法においてもドイツの管理資産に近い概念として資産保有型会社や資産運用
型会社の規定（措法 70 条の 7②１号）が存在する．しかし実際には，事務所・店舗・工場
等が存在し，常時使用従業員が 5 名以上勤務して，3 年以上に渡り商品等の販売その他の業
務を行っていれば，納税猶予等特例の対象となることから（措法施行令 40 条の 8⑤），両国
と比較して多分に形式的であり，純粋な担税力に着目した扱いとはなっていないと考えら
れる．つまり，担税力に着目するのであれば，非上場の資産保有型会社や資産運用型会社
の課税はより強化されるべきであろうし，現行の取扱いをそのまま維持するのであれば，
それこそが優遇税制として扱われるべきものである． 
また，イギリス及びドイツでは非上場会社の規模は問われていない．これに対して日本
法はそれ自体が，「中小企業の経営の承継の円滑化に関する法律」を前提としたものであり，
その対象は中小企業基本法に定める中小企業者であることから，資本金もしくは従業員数
について制限を受けている．このことも応能負担原則から考えると，中小企業者に限られ
るものではなく，すべての非上場会社を対象とすべきである．ましてや雇用の安定化を考
えた場合には，中小企業者とはならない非上場会社の方が，多くの従業員数を抱えている
ためにより社会的拘束を受けているといえ，納税猶予等特例の必要性が高いと考えられる．
よって，日本法は中小企業基本法から独立させるべきであると考える． 
２ 課税方式への準拠性（移転者と取得者の概念） 
 イギリスにおいては，遺産課税方式であることから，IHT は移転者側の生涯の税負担の
清算としての意味合いを持つ．よって BPR の適用のために課せられる要件は，移転者側に
対するものとなっている．しかし，非上場株式には市場性はなく，また，事業を継続する
ためには売却することは好ましくないとされるため，基本的にはそこから生涯における税
負担の清算支出を生じさせないように配慮をしているといえる．そのため，非上場株式で
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あり，かつ 2 年以上保有していることのみを移転者側の要件としている．そして，遺産課
税方式であるために当然に取得者についての要件及び取得後の制限は設けられていない．
ただし，移転者が 7 年以内に死亡した場合には継続保有もしくは事業継続要件がある． 
 ドイツにおいては，遺産取得課税方式であるため，取得者側の要件が問われている．取
得者が担税力を十分に有している場合には当然に課税されるが，事業を継続するために非
上場株式の売却が行えない場合には，担税力が期待できず，かえって公平性を損なうとし
ている．上述したように特別控除に関する要件として，プール合意による持株割合の維持
や雇用の継続，及び株式の継続保有を 5 年間（あるいは 7 年間）にわたって要求するのは，
担税力が不足することの証明を行わせるためであると考えれば，株式を所有していた移転
者については要件がなく，取得者側のみ要件が与えられていることに合理性がある． 
 これに対し，日本の相続税法は，1905 年に採用されて以来，遺産課税方式の体系を用い
てきたが，1950 年のシャウプ勧告に基づいて遺産取得課税方式に移行した．しかし，1958
年改正により遺産課税方式と遺産取得課税方式の折衷となった．80)つまり，基本的に遺産
取得課税方式を採用しているが，相続税額全体は各相続人が法定相続分通りに相続した場
合の金額と等しくなるようにされており，遺産課税方式と遺産取得課税方式の両方の要素
を加味しているとされている．81）これは，１つには，相続税の負担を減少させるために，
実際の遺産分割を隠ぺいして均分相続を行ったように仮装するなどの回避行為を最初から
なくすことを目的とし，2 つには，農村などで，一人の子供が遺産の大部分を相続する場合
に当該子供の税負担が過重になりすぎるのを防ぐことを目的としたものとされている．82）
それでも日本における相続税及び贈与税の納税義務者は財産を取得した個人であり（相続
税法 1 条の 3），取得者の担税力の増加という点に着目して課税されている．ドイツのそれ
と比較すると [渋谷 2004]183 頁によれば「法定相続人の数により税負担が変わる遺産税」
という見方もあるが，法定相続分通りに相続した場合と同額の相続税額とした背景は遺産
課税方式の考え方によるものではなく，かつ，財産の取得者が納税義務者であることを考
慮すると，やはり日本の相続税は実質的に遺産取得課税方式を採用していると考えられる． 
ここで日本法は，移転者（被相続人等）と取得者（相続人等）の両者について，要件が
付されている．つまり移転者は「当該会社の代表権を有していた個人で，当該個人とその
特別の関係がある者が有する議決権数が当該会社の 50％超であり，さらに，当該個人がそ
の筆頭あった者（措法施行令 40 条の 8①，40 条の 8 の 2①）」であることが必要とされ，
取得者は「贈与の日において，もしくは相続開始後 5 カ月以内から，会社の代表者である
個人で，当該個人とその特別の関係がある者が有する議決権数が当該会社の 50％超であり，
さらに，当該個人がその筆頭である者（措法 70 条の 7②3 号，70 条の 7 の 2②3 号）」とさ
れている．特別の利害関係がある者とは，親族・内縁関係者・個人的使用人・その者の支
配する会社等を指す（措法施行令 40 条の 8 の 2⑫）． 
このように日本法の定めは移転者と取得者の両者を規制しており，他の 2 国とは明らか
に異なっている．つまり日本の相続税法は実質的に遺産取得課税方式を採用しているので
あるから，本来は取得者側の要件だけを定めればよいのにもかかわらず，現在の日本法は
遺産課税方式と遺産取得課税方式の両方の要件を満たす必要があり，過重要件となってい
るため，両国と比較して論理的整合性を欠いている．現在の適用要件では，経営の安定の
ために，数世代にわたって親族間に分散した株式を取得者に集めようとしても納税猶予等
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特例は適用されず，もともと株式が分散していなかった場合にしか適用されないことにな
っている． 
３ 適用される議決権の所有割合 
イギリスにおける現行法では議決権の所有割合に関係なく，非上場株式のすべてについ
て BPR が適用されるが，過去においては 25％超を有している場合に限られていた．ドイツ
においてもプール合意が認められるがその関与割合は 25％以上であり，両国とも特別決議
を否決できる議決権数を念頭に置いている． 
これに対し日本法では，前述したように取得者が代表者となり，かつ，その者と特別の
関係のある者で過半数の議決権を所有し，取得者がその筆頭株主でなければならない．日
本法においても，単独の議決権数ではなく，特別の関係がある者と合計で議決権数を計算
するのはドイツのプール合意に近いものである．さらにドイツに倣えば，日本における株
主総会の特別決議は 3 分の 2 以上の賛成をもって可決されるので，それを否決できるだけ
の議決権である 3 分の 1 以上を所有していれば十分であることになる．しかし，日本法は
普通決議における支配権を重視しているため，過半数が要件となっており，その適用が厳
格化されている．このことにより親族外の共同経営者が創業した非上場会社においては，
どれほど相互の関係が円滑であっても，納税猶予等特例を受けることができず，最悪の場
合には税制によってその関係が破たんする可能性がある． 
さらに日本法の対象となるのは議決権の 3 分の 2 に達するまでの部分となっているため
（措法 70 条の 7①，70 条の 7 の 2①），特別決議に必要がない議決権分である 3 分の 2 超
の部分については納税猶予等特例が認められない．よって，その部分について取得者は通
常の相続税もしくは贈与税を納税することになる．つまり当該 3 分 2 の超過分については
他の納税資金を用意するか，借入れを行うか，当該非上場株式を発行会社に買い取らせる
か，さもなければ物納もしくは外部への売却によって納税を行うこととなる．すると，相
続人等が 100％を所有していた非上場株式を相続・贈与等によって承継する際に，総議決権
の 3 分の 1 に相当する株式を処分することになった場合，事業の円滑な承継ができるかと
いうことに対しては疑問である．例えば納税資金を捻出するために当該非上場会社に自己
株式として買い取らせたならば，会社の純資産は大幅に減少してしまうため，承継時点と
同じ事業を継続できるとは限らない． 
４ 所有と経営の非分離性 
 筆者は非上場会社のオーナー経営者から次世代が引き継ぐ際に，「非上場株式の承継（取
得）」と，最終責任を負いながら会社の経営を行う「代表権（業務執行権）の承継」の 2 つ
の要素を分けて考えており，両者が同一の者によって承継される場合を「非分離型
non-separation model」，それぞれが別の者である場合を「分離型（separation model）」と
定義しており，以下の記述においてもこれを使用する． 
まずイギリスにおいては，非上場株式であることだけで BPR の適用を受けるため，そこ
に一切の取得者側要件はなく，一つの非上場会社の株主が何人いても，それらは全て同一
の扱いとなる． 
ドイツにおいても，会社自体の雇用継続要件はあるが，取得者に義務付けられるのは基
本的に継続保有のみであり，会社の代表者となることはおろか役員であることされも要求
されず，25％以上関与している株主やプール合意に参加している株主は全て特別控除の適
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用を受ける． 
つまり，両国とも「分離型」の承継が認められており，かつ，対象者は 1 つの非上場会
社について 1 名に限られず，どれほどの人数がいてもよい． 
日本法は前述したように，納税猶予等特例を受ける者が自ら代表者とならなければなら
ないため，「非分離型」の経営の承継しか認めておらず，かつ，適用を受ける者は１つの非
上場会社において 1 名に限られる（措法 70 条の 7②3 号，70 条の 7 の 2②3 号）．すると親
族内に後継者候補がいない場合に，株式は相続人等が所有し，会社内の親族外の者に経営
を委ねるという状態では納税猶予等特例は適用されない．これは事業承継における実務上
の配慮に大きく欠けるばかりか，経営の合理性をも否定する規定ともいってよい．さらに
は，親族間で協力し円滑に承継前まで経営をしてきても，適用を受ける者は１名に限られ，
他の親族に対して納税猶予等特例を認めない扱いについては，それまでの貢献やその後の
社会的な制約を全く無視することになり，課税の公平性を欠く規定であるともいえる． 
 
結び：日本法に関する改正への示唆 
 そもそも日本法の規定は相続税もしくは贈与税がいったん計算され，その納税を猶予し，
原則として取得者が死亡した場合に免除されるというものであり，当初からそれらが計算
されないイギリス・ドイツとは全く異なる規定であるともいえる．また，本稿では触れて
いないが，イギリス・ドイツにおける相続及び贈与時の非上場株式の評価に関する考え方
と，日本法のそれは大きく相違している． 
以上に述べたようにイギリス及びドイツの非上場会社に対し，日本のそれは，事業承継
という局面において，特に財政面で大きなハンディを負っているといえる．日本の経営者
及びその一族は，両国に比してより計画的に事業承継時の資金負担について対応しなけれ
ばならないが，それに加えて過半数以上の議決権の所有と，非分離型の承継が条件とされ
ていることによって，事業承継に関する代替案が少なくなっている．これらのことは，単
に資金や機関構成の問題だけではなく，それらの対応に精神的・時間的労力を費やし，本
来経営に向けられるべきそれらを大きく削減しているといっても差し支えないであろう． 
 グローバル化がますます進み非上場会社においても国際競争力をさらに強化しなければ
ならない状況において，このようなハンディは早急に解消する必要があると考える．特に，
企業間の競争は相続税が存在しない国の企業とも同じ条件で行われるので，相続税及び贈
与税がその足かせとなってはならず，最低でもドイツ並みの配慮が必要であり，特に議決
権の所有割合と，所有と経営の非分離性を改めることについては早急な対応が期待される． 
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